
報第１０号

繰越計算書（下水道事業会計）について

令和４年度下水道事業に係る繰越計算書を地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６

条第３項の規定により報告する。

令和５年６月１日提出

高山市長 田 中 明



令和４年度高山市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　　明

国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円

1. 資本的支出 1.建設改良費
下水道処理区
再編整備事業

123,000,000 123,000,000 44,824,000 68,400,000 9,776,000
県の河川災害復旧工事に合わ
せて施工時期の調整を要した
ため

処 理 施 設
長寿命化事業

48,200,000 48,200,000 20,785,000 21,800,000 5,615,000
半導体不足により、機器の納
入に不測の期間を要したため

合　　　　計 171,200,000 171,200,000 65,609,000 90,200,000 15,391,000

地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による事故繰越額

款 項 事　業　名 予算計上額
支払義務
発 生 額

翌 年 度
繰 越 額

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説　　　明

国庫補助金 企業債
損益勘定

留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円

1.
下 水 道
事業費用

1.営業費用
処 理 施 設
修 繕 事 業

4,500,000 4,254,701 4,254,701 245,299
半導体不足により、機器の納
入に不測の期間を要したため

合　　　　計 4,500,000 4,254,701 4,254,701 245,299



参考資料

　翌年度繰越額の内訳

　　下水道処理区再編整備事業
25節　工事請負費 122,000,000 円　

33節　負担金 1,000,000 円　 計 123,000,000 円

　　処理施設長寿命化事業

25節　工事請負費 48,200,000 円　 計 48,200,000 円

　　処理施設修繕事業
14節　修繕費 4,254,701 円　 計 4,254,701 円


